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令 和 ７ 年 度 上 尾 伊 奈 資 源 循 環 組 合 議 会 行 政 視 察 報 告 書  

 

令 和 ８ 年 ２ 月 ５ 日 （ 木 ）   

上 尾 伊 奈 資 源 循 環 組 合 議 会  

 

１  視 察 日 程  令 和 ７ 年 １ ０ 月 １ ６ 日 （ 木 ）・ １ ７ 日 （ 金 ）  

 

２  視  察  地  奈 良 県 天 理 市 ・ 大 阪 府 堺 市  

 

３  視 察 内 容  奈 良 県 天 理 市  

       ・ や ま と eco ク リ ー ン セ ン タ ー  

・ や ま と eco リ サ イ ク ル セ ン タ ー  

       

       大 阪 府 堺 市  

       ・ 株 式 会 社  プ ラ フ ァ ク ト リ ー  

       （ リ サ イ ク ル プ ラ ス チ ッ ク パ レ ッ ト 製 造 施 設 ）  

 

４  視 察 目 的  令 和 １ ５ 年 度 の ご み 広 域 施 設 の 稼 働 開 始 に 向 け て 、  

当 該 施 設 の 整 備 事 業 を 進 め る に あ た り 、令 和 ７ 年 度 に     

稼 働 を 開 始 し た 最 新 鋭 の 技 術 を 有 す る ご み 処 理 施 設  

や リ サ イ ク ル 施 設 の 見 学 、ま た 、プ ラ ス チ ッ ク 再 資 源  

化 に 係 る 高 い 技 術 と 知 見 を 有 し て い る 民 間 施 設 を  

見 学 す る こ と で 、 今 後 の 施 設 整 備 の 参 考 と す る 。  

 

５  参  加  者  議    員  ７ 名  

執 行 部 等  ６ 名  

（ 正 副 管 理 者 、 事 務 局 職 員 ４ 名 ）  
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やまと eco クリーンセンター・リサイクルセンター（天理市） 

 

１ 日 程 令和７年１０月１６日（木）午後２：００～午後４：３０ 

 

２ やまと eco クリーンセンター・やまと eco リサイクルセンターの概要 

 ・県下１０市町村でごみ処理施設の設置・運営を共同で行うため、平成２８年に一部  

事務組合を設立（大和高田市、天理市、山添村、三郷町、安堵町、川西町、三宅町、

上牧町、広陵町、河合町） 

 ・現在公表されている対象人口は、２４０，４４９人 

（大和高田市６１，４３９人、天理市６０，２５３人、山添村２，９９２人、三郷町   

２２，２７８人、安堵町６，８９８人、川西町７，９６９人、三宅町６，３７１人、

上牧町２０，９２３人、広陵町３４，８８７人、河合町１６，４３９人） 

 ・管理者及び組合議長は、施設のある天理市長及び天理市議会議長が務めている。   

なお、議員の定数は１２名となっている。 

 

３ 施設の概要 

  ・やまと eco クリーンセンター（エネルギー回収型廃棄物処理施設） 

   処理方式 ストーカ式焼却炉 

   敷地面積 約２５，０００㎡ 

   建  築 工場棟：地上５階、地下１階（煙突の高さはグランドレベル＋５９ｍ） 

処理能力 ２８４ｔ／日（１４２ｔ／日×２炉） 

   発電設備 蒸気タービン発電機、最大発電６，３３０ｋＷ／日 

   供用開始 令和７年５月    

 ・やまと eco リサイクルセンター（マテリアルリサイクル推進施設） 

   敷地面積 約１６，０００㎡ 

   建  築 工場棟：地上３階、地下１階 

        管理棟：地上４階 

   処理能力 ２３．５ｔ／日 

   供用開始 令和７年５月 
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４ 調査内容 

 (１) プラットホーム 

投入扉は４門あり、一般持込のごみ運搬車については安全面に配慮し、一度   

ダンピングボックスでごみを受けた後、ごみピットに投入される。 

プラットホーム及び施設周辺の渋滞緩和対策として、施設のある天理市及び周辺 

自治体については、ごみ収集車が直接収集したごみを搬入しているが、他の自治体

については、ごみの中継施設を別途設けており、その地域で収集されたごみを一度

中継施設に搬入し、大型車両（ダンプカー等）にごみを積み替えた上で当施設へと

運搬することで、ごみ収集車の入場台数を制限している。 

 

（２）ごみピット 

約８日分のごみを貯留できる容量を確保してあり、ピット内部には仕切り壁を  

設けている。仕切り板の効果としては、ピット内のごみを積み上げることが可能と

なり、ピット自体のスリム化に繋がっている。 

クレーンについては、基本、シミュレーションに基づき、攪拌からホッパ投入まで

自動操縦となっている。一度にごみを掴める量は３トン程度であるが、施設規模や

クレーンの耐久性等を勘案し、クレーン自体に負荷のかかりすぎないよう、   

バランスを意識した設計となっている。なお、クレーンの攪拌技術については、  

ＡＩを活用し、色を識別し最適に攪拌出来るようなものも開発されている。 

 

 (３) 焼却炉 

火格子の上でごみを焼却し灰にするストーカ方式で、内部は３つのエリア（乾燥、

燃焼、後燃焼）に分かれている。水分を含んでいるものについては、乾燥エリアで

十分に乾燥され、８５０℃以上の高温で燃焼し、ダイオキシン類の発生を抑制して

いる。 

 

 (４) ボイラー及び蒸気タービン発電機 

焼却により発生した廃熱については、ボイラー内に張り巡らされた水管により焼却

熱を回収し、蒸気に変換される。発生させた蒸気は蒸気タービン発電機に吹き付け、

回転させることにより生じるエネルギーで電気を発電している。発電量は１日最大

６，３３０ｋｗ発電され、発電した電力については施設内で使用し、未使用分は 
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売電している。 

 

（５） 体験学習施設 

   事前予約がなくても自由に見学できるよう、タッチパネルや感知センサーを活用し

自動音声にて案内を行う設備を導入している。その他、天理市 NPO 法人に依頼し、

スタッフを常駐させることで施設に関する質問等にも対応できるようにしている。 

   通常、プラットホーム内の見学を行うことは出来ないため、プラットホーム内の 

 導線が分かるよう映像を作成し、流している。映像を流すにあたり、見学者に興味 

 を持ってもらえるよう、井戸を覗き込んで見ているような設備を設けている。 

 

 (６) マテリアルリサイクル推進施設 

   不燃ごみについては、受入ホッパからコンベアにより最上階まで運び上げ、手選別

ラインで可燃物、不燃物、不適物等に分けている。可燃物は可燃粗大ごみラインへ、

不燃物は不燃粗大ごみラインへと搬送される。 

昨今、リチウムイオン電池等による出火が問題視されており、当施設も週に３～４

回は不燃ごみに発火物が混ざり込んでしまい、小規模な火災が発生している。  

手選別だけで発火物を除去することは難しいため、不燃ごみの最初の受入先である

受入ホッパ上に熱感知センサーを導入することや、施設内の機械設備周辺に煙を 

感知した際に自動散水を行い、即座に消火できるような設備を配備することで、 

被害を最小限に食い止められるよう努めている。 

   プラットホーム内の事故防止対策として、一般車両、収集車両が出入りするため、

ＡＩを活用し２台以上プラットホーム内に入らないよう、車両管制を行っている。

（信号灯と連動させ、視覚的に入場可否を判断出来るようにしている。）     

また、作業車両（フォークリフト）については、車両の周囲をＬＥＤライトで点灯  

させており、車両の範囲を明確にすることで接触防止を図っている。 

   体験学習については、タブレットを活用している。１人に１台を貸し出し、各学習  

スポットで音声案内やクイズ、ＶＲ等色々なものを駆使し、楽しく学習できるよう

な工夫を行っている。 
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５ 主な質疑応答 

問 共同処理している１０市町村の人口、焼却炉の大きさ、クリーンセンター、    

リサイクルセンターの建設費用は。 

答 人口は約２４万人、焼却炉の大きさは２８４トン（１４２トンが２炉）、建設費用

はクリーンセンターが約１８７億円、リサイクルセンターが約７０億円となって 

いる。なお、建設費全体のうち、約１/３である１０６億円程度が循環型社会形成

推進交付金として国から交付されている。 

 

 問 建設費が比較的安価であるように思うが、物価上昇に伴うスライド条項の適用は 

あったのか。 

 答 新型コロナウイルスの流行に伴う物価高騰前に発注を行ったため、今よりも建設費

を抑えられていると思われる。ただし、その後の物価高騰に伴い、一度スライド  

条項の適用を行っている。 

 

問 ごみ回収において、リチウムイオン電池の混入等、発火物対策については。 

答 リサイクルセンターでは、要所にあるモニターで発火物を検知する仕組みや散水 

設備の導入、コンベア類をゴムではなく鉄製のものにするといった対策のほか、 

手選別を行う職員に対し、ごみを選別する際には十分に目視を行い、発火物の混入

を防げるよう指導を行っている。クリーンセンターでは、ごみピットをＡＩで監視

し、煙を検知すると即座に自動的に消火を始める仕組みを導入している。 

 

問 有料ごみ袋の指定は行っているか。 

答 組合を構成する市町村によって指定している自治体と、指定していない自治体が 

ある。天理市については指定をしていない。 

 

問 稼働から５カ月を経過しているが、当初想定していたごみ処理能力と実績（実際の

ごみ処理量）とでは、どのくらいの差があるのか。 

答 当初の想定では、年間７万トンペースのごみ処理能力を見込んで設計を行った。 

実際には、想定より少ないごみ量、具体的にはひと月に約５千トン、年間６万トン

のぺースでごみが入ってきているため、施設の処理能力としては充分であると認識

している。 
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問 搬入された粗大ごみをリサイクルして住民に提供する件について、イベント以外に

常設で提供する仕組み、取り組みは行っているか。 

答 今のところ常設では実施していない。年２回の環境フェアで再利用できる家具等を

展示し、抽選形式で提供するといった取り組みを行っている。イベントまでは   

再利用できそうな家具をストックしている。 

 

問 イベントで提供するリサイクル品について、修繕、修理等は行っているか。 

答 修繕、修理が不要で多少汚れを落とすくらいで使えるものをリサイクル品として 

選別し、提供している。 

 

 問 ごみを積み替える中継施設の整備については、当初から予定があったのか。 

 答 施設に搬入するごみ収集車両を削減、制限させるため、当初から中継施設の整備を

予定していた。 

 

 問 地域貢献策を行うための基金１１億円の内容は。 

答 今回整備を行った広域ごみ処理施設が奈良県より「奈良モデル（※）」として認定

を受けており、県の補助金の交付対象となっている。その補助金の交付金額の概算

額を算出したところ、１１億円程度になると見込み、積み立てたもの。 

  対象となる自治会に１回で全てを配分するのではなく、自治会が事業を行うに  

あたり、その都度事業費にあたる額を配分している。自治会館の建て替え費用と 

して利用している自治会が多い。 

（※）市町村合併に代わる市町村連携の仕組みとして、奈良県が独自に取り組んで 

いる事業。 

 

 問 クリーンセンター及びリサイクルセンターの事業者選定は、当初より別の事業者に

発注することを予定していたのか。 

 答 当初から別の事業者に発注する予定であった。 

 

問 温浴施設の利用対象者は。また、稼働率はどの程度か。 

 答 誰でも利用可能。平日は４００から５００人、休日は６００から７００人の利用が 

   ある。 
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 問 民間の温浴施設は周辺にあるのか。また、施設内に温浴施設を設けることに対し、 

   民間から反対はあったのか。 

 答 民間の温浴施設は天理市内にもあるが、当施設のものは定員が１０名程度の小さい

浴場であり、民間施設のような設備（サウナ等）も設けていないため、反対意見は

出ていない。 

 

問 温浴施設やフィットネス施設のみの建設費は。また、温浴施設の利用料を無料と 

した経緯は。 

答 全体の建設費に含まれるため具体的な金額は算出できないが、簡易的な施設では 

あるため、１億円には満たないと思われる。利用料については、当初から料金は  

もらわない（無料）とする方向で話を進めており、決定にあたり反対意見も一切  

出てこなかったことから、無料となった。 

 

 問 温浴施設の整備は地元からの要望もあったのか。 

答 地元住民からの要望もあった。 
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６ 視察時の様子 

・ヤマト eco クリーンセンター 
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・やまと eco リサイクルセンター 
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株式会社プラファクトリー（堺市） 

 

１ 日 程 令和７年１０月１７日（金）午前１０：２０～午前１１：４５ 

 

２ 株式会社プラファクトリーの概要 

  ・令和２年４月に設立 

  ・家庭から排出される容器包装プラスチックごみを原料とし、リサイクル     

プラスチックパレット（荷物を載せるための荷役台）の製造を行っている。なお、

原料となる容器包装プラスチックについては、Ｒ＆Ｅ事業所が生産量に応じて必要

数を入札し、再資源化したものを利用している。 

  ・回収された容器包装プラスチックについては、マテリアルリサイクルとして   

５０％、サーマルリサイクルとして５０％使用されている。マテリアルリサイクル

についてはパレットの原料用、サーマルリサイクルについては固形燃料用となって

いる。 

 

３ 調査内容 

  ・パレット製造能力は６０万枚／年となっている。なお、製造過程においてミスが  

生じたパレットについては、粉砕機で細かくした後、再度パレットの原料として 

利用している。 

  ・製造を行う金型等の関係により、プラスチックパレット以外の製造については検討

していない。 

  ・原料となる容器包装プラスチックについては、パレットの品質を確保するため、  

保管施設の選別作業が重要となっている。入札を行う前には保管施設を調査し、 

品質が担保できるかどうかの確認を行っている。 

 

４ 主な質疑応答  

問 １日に何枚くらいのパレットを製造しているのか。 

答 １日約 1,400 枚のパレットを製造している。 

 

問 パレット１枚当たりの単価は。 

答 １枚当たり 1,500 円となっている。 
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問 リサイクルプラスチック原料で製造したパレットと純粋なプラスチック原料で製造

したパレットで耐久性に違いはないか。 

答 耐久性の比較は行っていないが、事故等の発生の実績はなく、実用性についても問題

はないと認識している。 

 

問 製造の過程で失敗してしまったパレットはどうするのか。 

答 粉砕機で細かくした後、再度原料として利用する。 

 

問 よくある失敗の原因は。 

答 プラスチック原料の質が悪いと、金型に樹脂が行きわたらず、パレットが欠けて  

しまうことがある。原料によっては、不良品が０のときもある。 

 

問 原料となるリサイクルプラスチックを収集する際、純度の高いものを選別するための

工夫はあるか。 

答 原料となるリサイクルプラスチックについては、家庭から排出された容器包装   

リサイクルプラスチックを一時保管する保管施設から収集しているため、仕入先の 

保管施設が十分なプラスチックの選別設備を有しているか確認を行っている。 

 

問 プラスチックのリサイクルについて最新の取り組みは。 

答 自動車の部品にリサイクルプラスチックを含めることが義務化されることを受け、廃

プラスチックを選別、抽出し、自動車部品に再生させるチャレンジ（XtoCar プロジェ

クト）を行う予定である。 

 

問 御社でのリサイクル施設やごみ焼却場の建設や運営等について自治体と関わる事例

はあるか。 

答 前例として、熊本県の市町村と共同で一般廃棄物と産業廃棄物の両方を処理できる 

施設を建設したケースがある。またグループ会社の中には、建設、管理している   

廃棄物処理施設で自治体の一般廃棄物を処理する提案を行っているところもある。 
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５ 視察時の様子 

      

       

       

      


